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１．はじめに 

現在市販されている電気自動車の航続距離は 160km
程度であり，ガソリン自動車の 400～700km と比較し
てかなり短い．電気自動車がガソリン自動車と同等の

性能を確保するためには，電池容量を拡大し，現在の

航続距離を 3～4倍程度伸ばさなければならない．よっ
て近い将来では，通勤や買物，送迎など日常の生活圏

域内での近距離移動の目的で利用されると考えられる． 
本研究は通勤・通学を除く日常的な自動車利用に着

目し，そのような自動車利用行動に対応できる，電気

自動車の航続性能を明らかにすることを目的とする． 
 
２．研究の方法 

現状ではまだ電気自動車が普及していないので，デ

ータの収集が極めて難しい．そこで先述の利用目的の

うち，充電施設配置が難しい非通勤かつ近距離中心で

利用されている自動車を対象に，紙面調査と GPS調査
を活用してその利用実態を明らかにする．次に，ドラ

イブレコーダーによって収集した自動車走行軌跡デー

タを用いて，電気自動車に乗り換えた場合の電力消費

エネルギー算定方法を開発する．そして，世帯属性や

居住地属性，メインドライバー属性と電力消費エネル

ギーの関係を表現する数理モデルを生存時間モデルに

よって定式化する．定式化したモデルを用いて，電池

容量の変化による充電量と電力消費エネルギーからの

充電切れ確率を分析し，電気自動車に必要な航続距離

性能について検討する． 
 
３．使用データの概要 

本研究では，2009年 11月-12月にかけて自動車利用
予定･実態調査と自動車走行軌跡調査を実施した．調査

の概要を表 1に示す．2つの調査は同一被験者に対し
て 1週間行った． 
自動車利用予定･実態調査は，1週間の世帯の自動車
利用予定・実態についての紙面調査である．利用予定

調査の質問項目は，1 トリップごとの出発地，出発時

刻と到着時刻，目的地，運転者，同乗者，目的地まで

の走行距離である．また，利用実態調査の質問項目は，

出発地，目的地，運転者，同乗者である． 
自動車走行軌跡調査は，ドライブレコーダーを調査

対象車に搭載して，移動経路，総移動距離，停止地点，

停止時間の情報をメモリ上に蓄積した． 
 

表1 調査概要 

調査名 自動車利用予定･実態調査・・・(1) 
自動車走行軌跡調査・・・(2) 

期間 2009年 11月-12月 
対象世帯 自動車利用世帯 

（長距離・週末のみ利用車は除く） 
対象地域 広島市，三次市，安芸高田市 
方法 (1)   紙面 

(2)   ドライブレコーダー 
広島市内    13台 
広島市以外   12台 

サンプル (1) 
 

(2) 広島市内    11台 
広島市以外   12台 

 

４．電力消費エネルギー算定方法 

１）実態電力消費エネルギー 
自動車の電力消費エネルギー ][JW は，自動車の運

動方程式から算出する．時刻 tにおいて自動車にかか
る力は，空気抵抗 )(tRa ，転がり抵抗 )(tRr ，勾配抵抗

)(tRe ，および加速度抵抗 )(tRc である．これらはそれ

ぞれ，以下の式(1)～(4)で表わされる． 
2)( ta vstR ××= λ    (1) 

µ×= wtRr )(     (2) 

te wtR θsin)( ×=    (3) 
wgbtR tc ×= )/()(    (4) 

ここで，λは空気抵抗係数，sは車両前面投影面積， tv
は時刻 tの加速度，wは車輌重量，µは転がり抵抗係
数， tθ は時刻 tの勾配， tb は時刻 tの加速度， gは重
力加速度である．なお，λ，µはそれぞれ 0.2 ]/[ kgN ，

0.32 ]/sec[ 42 mkg ⋅ と仮定する 1)． 
力 tF と仕事 tW の関係は， ttt DFW ×= である．ただ



し tD は， tF の継続時間である．本研究では，データ
を 1 秒間隔で加工したので， ett vtvD =∆×= である．

以上より，自動車走行に必要な消費エネルギーW は， 
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で求められる．ただし， 0t は走行開始時刻， et は走行

終了時刻である．本研究では，充電可能地点を自宅の

みと考えて 0t は自宅出発時刻， et は帰宅時刻とした．
なお，実際には加速度エネルギー te vtR ×)( は， 
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として算出し，減速時の回生ブレーキによるエネルギ

ー回収量は無視した．GPS より得られる標高情報は，
精度が極めて低いため，勾配抵抗 )(tRe については，

0=tθ として無視した． 

 
２）予定電力消費エネルギー 

メインドライバーの予定電力消費エネルギー ][Jy
は以下の構造式の回帰分析から，期待値を算出した．

なお，予定総走行距離を ][kmx とする． 
xxy γα += 2     (7) 

ここでα ，γ は 1日の実態総走行距離と 1日の電力消

費エネルギーの関係から求める換算係数である． 
 
３）自動車利用予定行動と実態行動の関係 

1 日の実態・予定電力消費エネルギーの散布図を図
2に示す．有効サンプルは 113日である．図 2より，1
日の実態・予定電力消費エネルギーは 2つの電力消費
エネルギーが等しければ実線上に分布する．しかし多

くの場合，実線よりも上の領域に分布しており，実態

電力消費エネルギーの方が予定電力消費エネルギーよ

り大きい傾向が見られる．航続距離が短い電気自動車

にとって，ドライバーが正確に走行可能距離を把握し

ている限り実態電力消費エネルギーが予定電力消費エ

ネルギーを上回る場合，充電切れが発生する可能性が

ある． 
 

 

４）1日の駐車時間と1日の電力消費エネルギー 

現状の自動車走行パターンの下で，充電切れが発生

するか否かを検討するため，駐車時間とそれに引き続

く電力消費エネルギーに関する散布図を図 3に示す．
有効サンプルは 113日である．現在の一般的な電気自
動車の航続距離 160km に必要な電力消費エネルギー
を 57.6MJ，フル充電に必要な時間を 14 時間と想定す
る．図 3より，電池の充電時間と充電量の間に線形性
を仮定すると，充電時間が 14時間未満の場合の充電量
は実線で表される．したがって，実線よりも下の領域

では充電切れは発生せず，上の領域は充電切れが発生

する．多くの場合，実線よりも下の領域に分布してい

る．すなわち図 2で明らかになったように，実態電力
消費エネルギーが予定電力消費エネルギーを上回って

いても，充電切れは起こりにくい．つまり，今回の対

象車が自宅のみでの充電を行う場合，現在の使用状況

下では（充電切れが起こらないという意味で）電気自

動車への転換可能性は高いことが分かる． 
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図2  1日の予定・実態電力消費エネルギー 
 

５．電力消費エネルギーモデル 

１）生存時間モデル 

生存時間モデルは，基準時刻から，関心のある事象

が生起，または終了するまでの時間（生存時間）を解

析するモデルである 2)．事象が生起するまでの時間の

分布を生存関数 )(Ws およびハザード関数 )(Wh で表す．

本研究では，式(5)で求めた 1日の消費エネルギーW を
対象として分析する．生存関数とハザード関数は，確

率分布関数 )(WF と確率密度関数 )(Wf により，それぞ

れ式(8)，式(9) で表される． 
)(1)( WFWS −=    (8) 

)(/)()( WSWfWh =    (9) 

１
日
の
実
態
電
力
消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー(M

J) 

1日の予定電力消費エネルギー(MJ) 



なお本研究では，ハザード関数に特定の分布形を仮定

するパラメトリックアプローチを採用する．また共変

量は，消費エネルギーW の計量軸が，個体の特性を表
す共変量Yによって伸縮する加速モデルを採用する．
加速モデルのハザード関数は，式(10) で表される． 

)exp())exp(()|( 0 βYβYY −−= WhWh  (10) 
ここで， 0h は共変量が 0のときのハザード関数であり，
基準ハザード関数と呼ばれる．βは未知パラメータベ

クトルである． 
 
２）分布形の決定 

パラメトリックアプローチを用いる場合，基準ハザ

ード関数に何らかの確率分布を仮定する必要がある．

本研究では，基準ハザード関数の確率分布として，既

存の研究で多く用いられてきた 1)指数分布，2)ワイブ
ル分布，3)対数正規分布，4)対数ロジスティック分布
を，それぞれ当てはめ候補としてモデルの推定を行い，

最も当てはまりがよい分布形を実証データに基づいて

決定する．このとき，尤度関数 L，対数尤度関数 LL
は，それぞれ式 (11)，(12) で表される． 
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パラメータ数の多い複雑なモデルは，安定性のないノ

イズまで抽出する．そこで以下の分析では，赤池情報

量基準（Akaike’s Information Critenrion）の中から，
パラメータ数とサンプル数を考慮した修正赤池情報量

基準（以下 AICc − ）を用いて，モデルの当てはまり

を判断する．式(13)に AICc − を示す． 

2
)1(22

−−
+××

+−=−
kN

kNLLAICc   (13) 

k：モデルのパラメータ数，N ：サンプル数 
それぞれの分布形を仮定した場合の AICc − を表 2
に示す．表 2より，対数ロジスティック分布を仮定し

た場合の AICc − が最も低く，当てはまりがいいこと

が分かる．次いで AICc − が低いのは，対数正規分布，

ワイブル分布であり，指数分布の AICc − が最も高い． 
 

３）モデルの推定結果 

AICc − が最も低い対数ロジスティック分布を仮

定したときのモデル推定結果を表 3に示す．パラメー

タ値は，正で絶対値が大きくなるほど 1日の電力消費
エネルギーは大きくなり，負で絶対値が大きくなるほ

ど 1日の電力消費エネルギーは小さくなる傾向を示す． 
メインドライバー属性に関するパラメータ推定結果

に着目すると，性別と世帯年収に関するパラメータは，

それぞれ負で有意な値を得た．これは，メインドライ

バーが女性，または世帯年収が低い世帯ほど，1 日の
電力消費エネルギーが大きくなる傾向にある事を示し

ている．1 日の駐車回数に関するパラメータは，正で
有意である．よって，駐車回数が多いメインドライバ

ーの方が，電力消費エネルギーが大きくなる傾向を示

している．曜日に関するパラメータに着目すると，正

で有意な値となった．これは，休日に運転するほど電

力消費エネルギーが大きくなることを示している．世

帯属性の自動車保有台数-免許保有者数に関するパラ
メータに着目すると，負で有意な値を得た．これは，

保有自動車と比較して，免許保有者数が多いほど，自

動車の利用に競合が生じる結果，1 日の電力消費エネ
ルギーが大きくなることを示している． 
居住地属性に関するパラメータ推定結果に着目す

ると，居住地と最寄りの鉄道駅までの距離に関するパ

ラメータは，それぞれ負で有意な値となった．これは，

居住地が広島市外，または最寄りの鉄道駅までの距離

が短い世帯では 1日の電力消費エネルギーが大きくな
る傾向を示している． 
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６．シミュレーション分析 

１）シナリオの設定 

本調査対象者について，平均的なドライバーが電気自

動車を利用する場合を想定し，電気自動車への転換可

能性の検討を行う．ここで，平均的なドライバーとは，
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推定したモデルのメインドライバーに関するそれぞれ

の共変量について，サンプル全体に対する期待値を代

入したドライバーを指す．  
電気自動車に転換した場合の 2007年のCO2排出量

（試算値）とガソリン車のみの 1990年の CO2排出量

（実測値）を比較することで，電気自動自動車の電池

容量が CO2 排出量の削減に及ぼす効果を分析する．

2007 年の日本全体の CO2排出量を基準に電気自動車

普及による CO2削減量を式(14)で表す． 
)Pr(10607'

2 bSFCTECO ××××××=  
 (14) 

E : 1304Mt（2007年 CO2排出量），T :運輸部門の排
出割合 20%，C :自動車割合 90%， F :自家用車割合
50%，S :非通勤目的の近距離自動車割合 40%， )Pr(b :
充電切れが起こらない確率（式(8)の推定結果より），b :
電池容量(MJ) 
 
２）シミュレーション結果 

表 4にシミュレーション結果を示す．表 4より，現
在，市場で販売されている電池容量 60MJの電気自動
車が充電切れを起こさない確率は，90.88％であるこ
とが分かる．これは，現在の自動車利用に大きな変化

が無い場合，最大で 90.88％の非通勤で近距離中心の
自動車が電気自動車に転換が可能であることを示して

いる．その場合のCO2排出量は2007年比で-16.36％，
1990 年比で+3.38％となった．さらに，電池容量を
40MJ まで低下させた場合でも，電気自動車への転換
可能性は 82.91％，削減量は 2007 年比で-14.92%，
1990年比で+5.16％であることが明らかとなった．以
上の結果は，現在，市販されている航続性能が低い電

気自動車よりも，航続性能を低下させた場合の電気自

動車の普及可能性は高く，また CO2排出量の削減にも

寄与することを示している． 
 
７．おわりに 

本研究では，非通勤で近距離中心で利用される電気

自動車に求められる航続性能を明らかにした．分析の

結果，自動車利用の実態走行距離は，予定走行距離を

上回っていたが，調査対象ドライバーでは充電切れは

ほぼ発生しないため，ガソリン自動車から電気自動車

への転換可能性は高いことが明らかとなった．さらに，

電池容量を 40MJまで低下させても，CO2排出量削減

効果が大きいことが明らかとなった． 
表2 AICc − の比較 

確率分布 AICc −  

ワイブル分布 

対数ロジスティック分布 

対数正規分布 

指数分布 

881.39 
858.46 
858.91 
969.40 

 

表3 モデル推定結果 

共変量 推定値     ｔ値 
メインドライバー属性 

性別（男性=1，女性=0） 
年齢（高齢者=1，高齢者以外=0） 
世帯年収（万円） 
1日の駐車回数 
日にち属性 

 曜日（休日=1，平日=0） 
世帯属性 

自動車保有台数-免許保有者数 
居住地属性 

居住地 
（広島市内=1，広島市以外=0） 
最寄りの鉄道駅までの距離（km） 
尺度パラメータ 
形状パラメータ 

 
-1.14    **  -3.94 
-0.45       -1.21 

-9.77E-04  **  -3.62 
0.17     **   7.35

 
0.26    +   1.65 

 
-0.30    *   -2.15 

 
-0.27    +   -1.71 

 
-0.05    **   -4.44

3.33E-03  **   3.91 
2.21    **  15.08 

サンプル数（人×日） 
)(cAICc − 注） 

)(βAICc −  

113 
911.44 
858.46 

**）：1%有意，*）：5%有意，+）：10%有意， 
注）：形状パラメータと尺度パラメータ以外のパラメータを0と
したときの AICc −  

 

表4 シミュレーション結果 

CO2排出量（運輸）
増減比（%） 

 
電池容量
（MJ）

 
航続距離
（km）

最大転換 
可能率 
（%） 07年 90年 

0 
5 
10 
15 
20 
25 
30 
35 
40 
45 
50 
55 
60 

0 
14 
28 
42 
56 
69 
83 
97 
111 
125 
139 
153 
167 

0 
11.65 
31.29 
47.71 
59.77 
68.43 
74.72 
79.38 
82.91 
85.63 
87.77 
89.49 
90.88 

0 
-2.10 
-5.63 
-8.59 
-10.76 
-12.32 
-13.45 
-14.29 
-14.29 
-15.41 
-15.80 
-16.11 
-16.36 

+23.6 
+21.01 
+16.64 
+12.99 
+10.31 
+8.38 
+6.98 
+5.94 
+5.16 
+4.55 
+4.07 
+3.69 
+3.38 
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